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わが国は 2008 年をピークに人口減少局面に突入しましたが、労働力の主体である生産年齢人口はすでに 

1995 年をピークに減少が続いています。2012 年以降は、いわゆる団塊の世代が 65 歳を迎えて高齢者の 

仲間入りをし、生産年齢人口の減少が加速しました。ここ数年は景気回復による労働需給の改善も加わり、 

企業の人手不足感が急速に高まっています。 

そこで本シンポジウムでは、これから続く労働力減少が日本経済や企業活動にどのような影響を与えるの 

かを明らかにし、直面する課題にどう対処すべきかを議論していただきたいと思います。 

バブル崩壊後、長らく過剰雇用への対応が企業経営の大きな課題でしたが、今後は人手不足への対応が 

大きな課題となろうとしています。本シンポジウムが、この課題克服のためのソリューションを皆様に 

ご提案できる機会になればと考えております。 

株式会社ニッセイ基礎研究所     

代表取締役社長 野呂 順一     
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1988 4538 436 1245 216 1988 497

1998 5368 548 1258 238 1998 543

2008 5546 439 1084 159 2008 567 495

2010 5500 408 1008 158 2010 623 489

2014 5595 410 987 149 2014 724 506
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人手不足への対応と課題 
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ニニッセイ基礎研究所シンポジウム
「人手不足時代の企業経営」

海外人材の活用の可能性と課題

2015年10月22日（木）       

早稲田大学 政治経済学術院 教授 
トランスナショナルＨＲＭ研究所 所長 

 

白木 三秀 
 

Mitsuhide Shiraki, Ph.D.

問問題提起

・日本企業は外国籍の優秀人材・戦略人材の獲
得・育成・活用・確保ができているのかどうか。

・日本語の分からない外国人を活用するにはどう
したらよいのか。

・グローバリゼーションを日本人だけで乗り越える
のは無理。

・日本で働くことの魅力をどのように高めるか。日
本でどの分野で「ウインブルドン」を作るか、戦
略的に構想する必要がある。 2



33

ググローバル人材のニーズ

  

海海外拠点の設置・運営に当たって最大の課題は？  

 

  →グローバル化を推進する国内人材の確保・育成 

              (74.1％の企業が指摘、Ｎ＝263社)  

 

  

 (出所)産学人材育成パートナーシップ グローバル人材育
成委員会報告書（2010年4月）。 

444

人材構成とキャリアの比較イメージ

Ａ. 修正「二国籍」型 Ｂ. 「多国籍」型

Ｐ Ｔ ＨＨＰ

WHQ / Other 
subsidiaries

WHQ /Other 
subsidiaries

トップおよび

シニアマネジメント

Ｐ：本国籍人材
 （ＰＣＮ）

Ｈ：現地国籍人材
 （ＨＣＮ）

Ｔ：第三国籍人材
 （ＴＣＮ）

WHQ / Other 
subsidiaries ：世界本社
および他の現地法人

Ｈ Ｈ



外外国人留学生のの採採用状状況

１１．すでに採用（ 78％ ）、現在検討中（12%）

２．採用理由：

①国籍を問わず優秀な人材を採用するため（80％）

②グローバル化に向けてグローバル人材を確保するた
め（60％）

③海外現地法人とのインターフェース役のため（25％）

④たまたま選考に残ったのが外国籍であったため（17％）

（注）回答会員企業123社、回収率51.3％

(出所)日本在外企業協会「海外現地法人の経営グローバ
ル化に関するアンケート調査」（2012年）。 5

  
外外国人留留学生の採用・定着の留意点(1) 

１．元留学生は、野心、やる気、モチベーションなど
で、同年代の平均的な日本人を上回る場合が多い 

２．日本企業の仕事の進め方、慣習などについては、
企業側と元留学生とに理解上の齟齬がある場合が
あり、その理解の違い、あるいは「ボタンの掛け
違い」が大きい場合には、入社後に相互に不満や
不信が高まるリスクがある 

３．直属の上司が、日頃からその事情をよく知る元留
学生に対してコミュニケーション、キャリア、ス
トレッチの効く仕事配分などで適切な気配りをし
てあげることがきわめて重要なポイント 

 

6



  
外外国人留留学生の採用・定着の留意点（2） 

３．出来るだけキャリア・パスを明示し、出来ればキ
ャリア上のロールモデルを示す 

４．元留学生の「帰国願望」には根強いものがあるこ
とを認識する必要がある 

 

（注）企業15社（元留学生社員、直属の上司、それに経営

者あるいは人事責任者の三者に対するヒアリング）の
事例調査

(出所)トランスナショナルＨＲＭ研究所「留学生の採用と
活用・定着に関する調査報告書」（2010年）。 

7
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人人手不足時代における女性と高齢者 
「就業促進」と「活躍推進」に向けて 

 

 

 

 

 

2015.10.22 

ニッセイ基礎研シンポジウム 

「人手不足時代の企業経営」 

 

ニッセイ基礎研究所 

松浦民恵 

Copyright © 2015 NLI Research Institute All rights reserved.

女性と高齢者の就業促進・活躍推進の課題整理 11 

資料：筆者作成。 

女性 高齢者

就
業
促
進

• 求人と求職のミスマッチ
（求人が特に多いのは建設・土木、飲食、運輸、医療・看護、介護、サービス、販売等）

• 求職側の就業に向けたネック

（家庭との両立の問題、保育サービスの
不足、長期のブランクによる自信やスキ
ルの不足等）

（体力や健康状態の問題、家族の介護、就
業に関する固定的な価値観や思い込み等）

• 求人と求職のマッチング機能の不足

就
業
者
の

活
躍
推
進

• 伝統的な男女役割分業を前提と
した社会システムの変革

• 企業による、両立支援(⇒定着）と
均等推進（⇒活躍）の両輪連動

• 「福祉的」雇用から活躍推進への転
換（活躍し続けられる人材は、処遇の向
上も視野に）

※女性活躍推進法に対する形
式的・場当たり的な対応は将来
に禍根を残す（働き方改革と、採
用・育成・評価・登用プロセスの見
直しを通じた持続的な活躍推進を）

※バブル期の大量採用層が60代

にさしかかり、公的年金の支給開
始年齢引き上げ（65歳）が完了す
る2025年を目指して、今から制度
改革の準備を



Copyright © 2015 NLI Research Institute All rights reserved.

人手不足が顕著な職業 22 

  

新規求人
（件） 

有効求人
（件） 

新規求職
（件） 

有効求職
（件） 

就職 
（件） 

充足率 
（％） 

就職率 
（％） 

新規求人
倍率 

有効求人
倍率 

 建設躯体工事の職業 5,688 16,716 847 2,708 465 8.2 54.9 6.72 6.17 

 医師、歯科医師、獣医師、薬剤師  7,114 20,420 1,282 3,683 182 2.6 14.2 5.55 5.54 

 保安の職業 21,572 59,261 4,841 13,879 3,101 14.4 64.1 4.46 4.27 

 家庭生活支援サービスの職業 727 2,542 261 753 149 20.5 57.1 2.79 3.38 

 建築・土木・測量技術者 17,554 49,356 5,368 15,147 1,405 8.0 26.2 3.27 3.26 

 接客・給仕の職業 45,772 124,124 12,600 41,602 4,064 8.9 32.3 3.63 2.98 

 生活衛生サービスの職業 14,390 41,297 4,033 15,055 1,355 9.4 33.6 3.57 2.74 

 医療技術者 12,309 35,348 4,769 13,371 1,402 11.4 29.4 2.58 2.64 

 運輸・郵便事務の職業 2,256 5,540 674 2,100 615 27.3 91.2 3.35 2.64 

 建設の職業 9,079 26,028 3,056 10,158 1,366 15.0 44.7 2.97 2.56 

 土木の職業 12,543 34,451 4,836 14,237 1,899 15.1 39.3 2.59 2.42 

 外勤事務の職業 352 953 153 413 176 50.0 115.0 2.30 2.31 

 保健師、助産師、看護師 35,904 99,716 16,979 43,640 5,128 14.3 30.2 2.11 2.28 

 介護サービスの職業 65,363 178,088 24,132 79,132 10,999 16.8 45.6 2.71 2.25 

 飲食物調理の職業 47,028 130,919 19,001 59,538 8,132 17.3 42.8 2.48 2.20 

 包装の職業 3,425 8,428 1,089 4,013 1,548 45.2 142.1 3.15 2.10 

 販売類似の職業 2,428 7,111 941 3,444 303 12.5 32.2 2.58 2.06 

 情報処理・通信技術者 17,052 47,900 6,300 23,959 840 4.9 13.3 2.71 2.00 

【有効求人倍率２以上の職業】

資料：厚生労働省「一般職業紹介の状況（職業安定業務統計）」（2015年４月）より、筆者作成。
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33 注目される女性と高齢者 

【有業者数と就業希望者数】

注： 「就業希望者」は、ふだん仕事をしていない「無業者」のうち、何か収入のある仕事をしたいと思っている者をいい、
実際に求職活動をしている「求職者」を含む。いわば潜在的労働力に相当する者。  
資料： 総務省「就業構造基本調査」（平成24年） 、『生涯現役社会の実現に向けた雇用・就業環境の整備に関する
検討会 報告書』（2015年）参考資料より。 

 65歳以上の就業希望者は207万人
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44 女性の就業の現状 

 女性については、求職していな
い就業希望者が303万人

注：「自営業主」には内職者を含む。 
資料：総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成26年）、内閣府『平成27年版 男女共同参画白書』より。 
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55 女性の就業促進に向けて 

１位 転勤が無いこと 45.1 ％
２位 通勤の便が良いこと 40.8 ％
３位 希望する勤務地であること 38.9 ％
４位 休暇をとりやすいこと 36.6 ％
５位 通勤時間が短いこと 35.4 ％
６位 長く働けそうであること 34.2 ％
７位 希望する休日、残業、勤務時間であること 31.8 ％
８位 希望する職種、仕事内容であること 30.3 ％
９位 安心して働けそうであること 29.6 ％
９位 勤務する曜日が選べること 29.6 ％

 働き方が柔軟で

 なければ就業は

 難しい

 就業後の育成・

 定着、意欲・能力

 ある人材の

 キャリアアップも

 重要なポイント

注：20～49歳、既婚で子どもがいる女性のうち、働きたい気持ちはあるが、働いていない人について。 
資料：リクルートジョブズ ジョブズリサーチセンター「主婦の就業に関する１万人調査」より。 

【就職への不安とその内容】        【仕事選びで重視すること】

n=1,530
自由記述をもとに集計

n=2,179

n=972

注：20～49歳、既婚で子どもがいる女性のうち、パート・アルバイト 
として働いている人について。 
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66 女性の活躍推進に向けて 

【企業における先進的な取組にみる、女性活躍推進の変遷】

資料：筆者作成。 

 時代の要請に応じた形での女性活躍推進（必ずしも連続的な取組がなされ
てこなかった）

 2016年４月より、「女性活躍推進法」施行
 女性活躍推進のためには、採用・育成・評価・登用プロセスや働き方の見直しが不可欠

 形式的・場当たり的な法対応は、失敗の歴史を繰り返す懸念
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厚生年金支給開始年齢と高齢者雇用政策の変遷 77 

注：年金支給開始年齢のタイミングは男性に関する記述。 

資料：征矢紀臣（1997）『高年齢者雇用対策の推進』（労務行政研究所）、『平成23年版厚生労働白書』、法政大学大原
社会問題研究所『日本労働年鑑第51集 1981年版』より、筆者作成。 

厚生年金支給開始年齢 高齢者雇用政策

【55歳⇒60歳】

1954年改正：厚生年金の支給開始年齢を55歳から

60歳へ（1957年～1973年にかけて引き上げ）

戦後初期：大企業を中心に55歳定年が普及

1959年：総同盟が60歳への定年延長を運動方針に

1966年：雇用対策法制定（中高年齢者等の雇用安定のための中高年齢者雇用率

の設定）

1973年：雇用対策法改正（定年延長の促進の明記）

1976年：中高年齢者等雇用促進法（中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措

置法）の改正（高年齢者雇用率制度の創設）

1986年：高年齢者雇用安定法制定（中高年齢者等雇用促進法改正）により60歳

定年が努力義務化

1990年：高年齢者雇用安定法改正（定年後再雇用の努力義務化）

1994年：高年齢者雇用安定法改正（60歳定年の義務化／1998年施行）

【60歳⇒65歳】

1994年改正：厚生年金の定額部分の支給開始年

齢を60歳から65歳へ（2001年～2013年）

1999年改正：厚生年金の報酬比例部分の支給開

始年齢を60歳から65歳へ（2013年～2025年）

2000年：高年齢者雇用安定法改正（65歳までの雇用確保措置の努力義務化）

2004年：高年齢者雇用安定法改正（65歳までの雇用確保措置の段階的義務化

／2006年施行）

2012年：高年齢者雇用安定法改正（希希望者全員の継続雇用／2013年施行）

 公的年金政策と共に見直されてきた高齢者雇用政策（企業も「福祉的」に雇用
してきた面も）
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88 高齢者の就業の現状 

【定年時または定年前等に退職し、失業した人々の就業状況や再就職先】
【就業状況】 （％）

再び働くよ
うになった

そのまま
引退した

無回答

60～69歳計 50.0 43.2 6.7

【再就職先の見つかり具合】 （％）

すぐに見
つかった

しばらく職
探しをした

無回答

60～69歳計 24.2 70.7 5.0

【再就職先がすぐに決まらなかった理由（複数回答）】 （％）

すぐに職
探しを開
始せず、
何となく
ゆっくりし
ていた期
間があっ
たため

競争が厳
しく、なか
なか面接

まで
行き着か
なかった

ため

面接は受
けられた
が、競争

が厳しく不
採用が続
いたため

えり好み
はしてい
ないが、

とにかく求
人がな
かった

自分から
辞退した

（または求
人を見て
止めた）
会社が

多かった
から

無回答

60～69歳計 40.0 12.3 22.1 34.4 11.3 6.9
　60～64歳 43.9 9.3 22.9 36.2 10.5 4.0
　65～69歳 34.6 16.5 21.1 31.9 12.5 11.1

 勤務先を一度退職すると、再就職先を見つけるのには困難を伴う

 ただし、サービス業等で高齢者の人材需要が高まる兆候

資料：労働政策研究・研修機構「60代の雇用・生活調査」（2014年）。 
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高齢者の活躍推進に向けて 99 

（人）
20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

14,729,000 2,603,200 4,018,600 4,066,000 3,194,200 819,900
1000人以上 3,235,100 566,600 852,900 1,041,300 701,800 67,400

（人）
20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

214,300 1,200 12,600 50,100 107,500 42,700
1000人以上 55,600 500 3,400 18,800 28,900 4,100

（％）
20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

100.0 17.7 27.3 27.6 21.7 5.6
1000人以上 100.0 17.5 26.4 32.2 21.7 2.1

（％）
20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

100.0 0.6 5.9 23.4 50.2 19.9
1000人以上 100.0 0.9 6.1 33.8 52.0 7.4

　　うち、管理的職業従事者

計

正規の職員・従業員のホワイトカラー

計

　　うち、管理的職業従事者

計

正規の職員・従業員のホワイトカラー

計

【ホワイトカラーの年齢構成（2012年）】

団塊ジュニア世代 バブル経済期の大量採用層

注１：ホワイトカラーには「管理的職業従事者」「専門的・技術的職業従事者」「事務従事者」を含む。 
注２：「15～19歳」は掲載していない。 
注３：2012度より「販売従事者」の中に「営業職業従事者」が新設されたが、それを含めても年代別構成比はさほど変わらない。 

資料：総務省「2012年度就業構造基本調査」より、筆者作成。 

 高齢期の活躍の場が見つけにくいホワイトカラー（特にもと管理職）

 しかし、バブル層が60歳にさしかかり、公的年金支給開始年齢の引き上げ
（65歳）も完了する2025年には、本格的な人手不足になる懸念
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